
 

 

「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」のうち、地方創生先行型交付金を活用した事業 

  ◆国は、地方創生を推進するため、各自治体が地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略策定に先駆けて実施する事業を支援する地方創生先行型交付金を、 

平成２６年度補正予算にて創設し、本県では、平成２７年度に本交付金を活用して６７の事業に取り組みました。 

 

 

目的 

  地方公共団体による地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と、これに関する優良施策等の実施に対

し、国が支援 

対象事業 

  ①地方版総合戦略の策定 

②地方版総合戦略における「しごとづくりなど」の事業 

運用の基本スタンス 

  地方公共団体が事業設計を自由に行うこととするとともに、明確な政策目標の下、客観的な指標の

設定やＰＤＣＡサイクルを組込む 

 国の予算額 

  １，７００億円 

補助率 

  １０/１０ 

 

地方創生先行型交付金の概要 

 

ＰＤＣＡサイクル 

 
 
本県の交付決定額 

  １，３１９，７１９千円 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ア イ ウ エ オ

地方版総合戦略関係

・人口ビジョン・総合戦略の策定

・人口減少対策推進事業費

雇用（地域に根ざした新しい雇用を創生する）

【主な事業】

・木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷｰ導入推進事業費補助金

・やまなしブランド販路開拓支援事業費

人材（明日の山梨を担う人材を創生する）

【主な事業】

・産業技術系人材育成・供給確保事業

・やまなし「農援隊」設置費

人の流れ（人の流れをつくり地域経済を創生する）

【主な事業】

・観光客誘客促進事業費

・雇用創出奨励金

子育て環境（生み・育むことにやさしい環境を創生する）

【主な事業】

・結婚支援強化事業費

・産前産後ケアセンター事業費

将来にわたり活力あふれる地域を創生する

【主な事業】

・ふるさと納税促進強化事業費

・総合防災情報システム構築事業費

1,319,719 67 25 24 18 0 5 9 41 0 12

Ａ・・・本事業は地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

Ｂ・・・本事業は地方創生に相当程度効果があった（目標値を上回ることはなかったものの目標値を相当程度（７割～８割）達成したなどの場合）

Ｃ・・・本事業は地方創生に効果があった（目標値を上回ることはなかったものの事業開始前よりも改善したなどの場合）

Ｄ・・・本事業は地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）

ア・・・事業が効果的であったことから取組の追加等更に発展させる

イ・・・事業内容の見直し（改善）を行う（または、行った）

ウ・・・特に見直しをせずに事業を継続する

エ・・・継続的な事業実施を予定していたが中止した

オ・・・当初予定通り事業を終了した

体　　　　　　　　系 交付額(千円)事業数
事業効果（※１） 今後の方針（※２）

19,887 2 2 2

258,478 24 6 11 7

33,500 6 2 2 2

1 4 17 2

6

764,517 20 10 6 4

47,275 9 5 2 2 3

4 2 9 5

3 3

2

合　　　　　　　　　計

196,062 6 3 3

（※１）事業効果

（※２）今後の方針

4

交付金活用事業の取組実績の概要 

資料３－３ 



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

指標① 県内の木質燃料生産増加量 250 m3 H28.3 374

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
①(1)デザイン力向上・高付加
価値化等件数

4 件 H28.3 4

指標② ①(2)商談件数 40 件 H28.3 67

指標③ ②来場者数 1,100 人 H28.3 9,516

指標④ ③来場者数 1,500 人 H28.3 4,034

指標⑤ ④目標達成率 80 ％ H28.3 50

指標⑥ ⑤来場者数 300 人 H28.3 6,000

指標⑦ ⑥来場者数 300 人 H28.3 4,274

指標① 地域活性化計画の作成数 4 計画 H28.3 4

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 加工試作品数 10 件 H28.3 10

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 就業者数 2 人 H28.3 1

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 研修会参加数 10 人 H28.3 75

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 農業体験参加者数（延べ） 200 人 H28.3 180

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 参加企業数 15 社 H28.3 13

指標②

指標③

指標④

指標⑤

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

申込段階で16社の申込が
あり、実際に留学生の雇用
に繋がった企業があった。

予定通り事業
終了

雇用8 産業

海外展開
人材活用
促進事業
費

県内企業と外国人留学生とのマッチングを行うこと
により、県内中小企業の海外展開を促進する。

県内中小企業の海外展開を促進するため、県内企業と
外国人留学生とのマッチングを行う。
中小企業・留学生マッチング交流会の実施：留学生をイ
ンターンとして受入又は雇用することにより、現地とのコ
ミニュケーションや情報収集を容易にするため、県内中
小企業と留学生のマッチングの機会を提供する。

基礎交付 912,600

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

新たに薬草栽培に取り組
んだ南アルプス市や実需
者も検討会に参加してい
る。

事業の継続

薬草は収穫までに数年かかるた
め、継続して試験ほ場を設置すると
ともに、地域適応性を確認し、品種
の絞り込みを行うため。

7 農政

やまなし
ふるさと
農園づく
り支援事
業費

農山村の景観を含めた地域資源を活用するととも
に、周辺地域で行われている企業の農園づくりの
取り組みと連携した広域的な都市農村交流の受け
皿体制を確立し、アグリビジネスの創出による地域
の活性化を図る。

○農地の有効活用や山村地域の活性化を図るため、企
業と農山村のマッチングを行い、
企業の社会貢献活動や社員研修の場としての活用を推
進する。
①農園づくり推進員育成：地域に定住しながら、農園づく
りを主体的に進めるための推進員を設置
②農園づくりプロモーション会開催：都内の企業を対象と
したＰＲ活動を実施
③体験ツアー開催：新たに農園づくりに参加する企業等
を誘致するため、体験ツアーを開催
④地域戦略会議の開催：地域一体となった効果的な取
り組みを実施するため、市町村、法人等と協議会を開催

人の流
れ

実績は上がっており、継続して事業
を実施していく。

基礎交付 3,036,078

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業の組立てや手法が的
確であり、実績につながっ
ている。

事業の継続

6 農政
薬草栽培
トライアル
事業費

薬草栽培の普及を目的に総合農業技術センターに
おいて現地栽培試験を行うとともに、その状況等に
ついて検討会等を実施し、県内において薬草の産
地づくりの振興を図る。

薬草栽培の産地化に向け、民間のほ場を借り上げ、適
地適種の調査研究を実施するとともに、民間等の専門
家をアドバイザーとして招へいし、栽培研修会を開催す
る。

基礎交付 1,131,102

地方創生
に非常に
効果的で
あった

雇用

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

全国の成功事例を調査・分
析し、支援担当者間で共有
することにより、農業者へ
の支援を充実させるととも
に、試作品開発への支援
により、６次産業化に取り
組む農業者の増加につな
がっている。

事業内容の見
直し（改善）

個別の農業者ばかりでなく、地域ぐ
るみで地域おこしにつながる６次産
業化にも取り組めるよう支援してい
く。

5 農政

甲州牛担
い手確保
支援事業
費

新たな担い手の確保を強化することにより県産ブラ
ンド食肉「甲州牛」の生産基盤強化を図る。

甲州牛の生産基盤を強化するため、新たな担い手を確
保し、県内農家での実習を行う。
①担い手への就農研修費の交付（H27：2名×6ヶ月）
②受入農家への謝礼

人材

研修生1名は就農が確実で新たな
甲州牛生産の担い手として期待で
きるため、当該研修生について研
修を継続する。

基礎交付 900,000
地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

研修生は意欲的に肉用牛
飼育に関する研修に取り組
んでおり、就農の見込みが
ほぼ確実である。

事業の継続

4 農政

6次産業
化トライア
ル支援事
業費

全国の成功事例について、売れている商品の調査
分析によりその要因を明らかにするとともに、農業
の６次産業化に取り組みたい農家の障害となって
いる試作品開発に係る加工場所や加工機器、ノウ
ハウの提供を食品機器メーカーや食品加工業者に
委託を行うことにより、農産物を活用した新商品の
開発促進、農家の所得の増大、農山村の活性化を
図る。

農村地域の雇用の確保と所得の向上を図るため、6次
産業化商品に関する成功事例について調査を実施する
とともに、農業者が行う加工品開発の取り組みを支援す
る。
①農業者が試作品づくりを行うための施設・設備等の提
供（委託先 県内食品加工業者）
②成功事例調査：6次産業化で成功している全国事例
（商品開発、販路開拓）などの調査を行う。

基礎交付 3,736,480

地方創生
に相当程
度効果が
あった

雇用

事業内容の見
直し（改善）

比較的良好な結果となっている指
標については、効果の上乗せを図
る。

3 農政

地域活性
化推進ア
グリビジ
ネス支援
事業費

農業を核として、地域資源などを活用し新たな産業
の育成を図る。

地域資源の発掘、活用を通じて地域の活性化を図るた
め、住民自らによる活性化計画の策定を支援する。
①アグリビジネスアドバイザーの設置：専門家をアドバイ
ザーに委嘱し、地域資源の調査分析、活用方法等の助
言指導を実施
②地域活性化推進会議の開催：各圏域に推進会議を設
置。意欲ある住民をコーディネーターとして委嘱しモデル
地区４カ所で地域の活性化計画づくりを実施

雇用
実績は上がっており、継続して事業
を実施していく。

基礎交付 1,726,643

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業の組立てや手法が的
確であり、実績につながっ
ている。

事業の継続

2 産業

やまなし
ブランド販
路開拓支
援事業費

地場産品のデザイン力の向上・高付加価値化を図
るとともに、新規販路の開拓、産地の認知度向上を
進め、地場産業の底上げを図る。

山梨ブランドの形成を図るため、本県地場産業の国内外
での販路開拓を支援する。
①地域産品のブランディング支援：外部デザイナーの指
導・協働による地場産品のデザイン力向上、高品質化、
新製品開発等の取り組みを行う。
②やまなし地場産品販路拡大支援：首都圏等において、
展示・販売促進イベント等を行う。
③やまなし地場産品海外ブランド力強化：海外展示会へ
の出展や海外ショールームでのプロモーション活動を実
施する。
④やまなしブランドプロモーション（補助先：地場中小企
業者等、補助内容：国内外における産地ブランドの形
成、販路開拓等、補 助率：1/2）
⑤やまなしジュエリー海外展開：ジェトロを活用し、海外
での展示会出展・商談会開催を行う。
⑥やまなしテキスタイル海外市場販路開拓：ジェトロを活
用し、海外での展示会出展や産地にバイヤーを招聘し
た商談会開催

基礎交付 86,980,828

地方創生
に相当程
度効果が
あった

基礎交付 11,444,820

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

新たな木質バイオマス需要
が創出されたことにより、
林業・木材産業の振興につ
ながっている。

予定通り事業
終了

1 森林

木質バイ
オマスエ
ネルギー
導入推進
事業費補
助金

分散型エネルギーとして木質バイオマス利用を推
進し、木質バイオマス需要を拡大させることにより
林業・木材産業における雇用創出を図る。

木質バイオマスの利用を拡大し、地域の林業・木材産業
の振興を図るため、ペレットストーブ等の設置に対し助
成する。
①委託料：広報・助成事務を「やまなし木質バイオマス協
議会」に委託
②補助金：
・ペレットストーブ・薪ストーブ・木質バイオマスボイラー：
補助率1/10

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

産地山梨の知名度向上に
効果が出ている。

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

雇用

雇用



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標① ①支援企業数 30 社 H28.3 30

指標② ②推進会議開催回数 1 回 H28.3 1

指標③ ③参加企業数 40 社 H28.3 58

指標④

指標⑤

指標① 検討会開催回数 6 回 H28.3 4

指標② 参加者数 40 名 H28.3 42

指標③ 創業支援事業計画策定数 5 件 H28.3 10

指標④

指標⑤

指標①
事業改善・ニュービジネス取り
組み数

2 件 H28.3 0

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① ①商品アイテム数 30 アイテム数 H28.3 16

指標② ②販路開拓法人数 5 法人 H28.3 2

指標③

指標④

指標⑤

指標① ①商談成立件数 3 件 H28.3 4

指標② ②商談成立件数 3 件 H28.3 4

指標③

指標④

指標⑤

指標① ①直接雇用された人数 106 人 H28.3 65

指標②
②プログラム受講者のうち県
内製造業への就職者数

3 人 H28.3 1

指標③ ③研修受講者数 450 人 H28.3 413

指標④

指標⑤

指標① 研修生 4 人 H28.3 4

指標②

指標③

指標④

指標⑤

地方創生
に効果が
あった

地方創生に
効果があった

事業の継続
引き続き有機農業の拠点である山
梨で農業をしたいという人材を呼び
込み、有機農業の推進を図る。

農業への関心が高く、有機
農業ほ場の整備、関連講
座等の開講により、多数の
研修参加者があった。
また、成長分野製造業にお
ける人材育成及び確保に
結びつくとともに地域産業
リーダー養成教育プログラ
ム参加者の増加にも繋
がった。

新規就農者の確保･育成に効果が
高いことから継続して事業を実施す
る

基礎交付 1,953,000

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

新規就農者の目標が達成
したことから効果があった
ものと考えられる

事業の継続15 農政

アグリマ
スター研
修制度支
援補助金

県が認定した新規就農者の育成に高い見識を持つ
「アグリマスター」で構成された研修支援グループ
の新規就農者育成のため行う研修を支援し、新規
就農者の育成・定着を図る。

研修の充実、強化を図り、就農定着を促進するため、研
修に必要な機械、施設、ほ場借り上げなどに対し助成す
る。
（補助先：アグリマスターグループ、補助額：1,000千円、
補助対象：研修に必要な機械、施設、苗木、ほ場借り上
げ代など）

人材

14
産業
農政

成長分野
等就業促
進事業

成長分野製造業等における人材確保を支援し、当
該産業の振興を図るとともに、有機農業の拠点であ
る山梨で農業をしたいという人材を呼び込み、有機
農業の推進を図る。

①成長産業分野における雇用を推進するため、成長分
野就業体験支援事業（やまなしものづくり産業雇用創造
プロジェクト）の研修者を直接雇用した事業者に対し一
時金を支給する。
②技術系人材の県内定着を図るため、国立大学法人山
梨大学で実施する地域産業リーダー養成教育プログラ
ム受講者に対し奨励金を支給する。
③有機農業等の人材育成、就農定着を図るため、農業
大学校において有機農業の就農体験、交流会等を開催
する。
・就農体験・研修・交流会の実施や参加者、農大卒業生
の就農状況調査、就農定着率向上にむけたコンサル
ティングの実施
・研修資材等の購入や研修用ほ場のための土づくり等
研修用の環境整備

基礎交付 19,000,000

基礎交付 1,000,991

雇用

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

都内コンビニへのＰＲ・テス
ト販売店舗の開設は、計画
よりも２カ月遅れてのスター
トとなり、テスト販売は、１６
アイテムにとどまったが、
平成28年度に３０商品のテ
スト販売の見込みである。
また、販路拡大につながっ
た法人は２法人であった
が、３法人が商品改良等を
行い、今後の販路拡大が
期待できる。

事業の継続

都内のコンビニエンスストアでのＰ
Ｒ・テスト販売については、残る23
法人の113商品について支援が必
要であるため、継続して実施する。

13 農政

輸出チャ
レン
ジャー育
成事業費

生産法人等の海外進出を支援することにより、県産
農産物の輸出促進を強化する。

海外に進出する機会が少ない生産法人等に、海外への
販路拡大の機会を提供する。
①海外の小売事業者や輸入業者に、県産果実や産地
に対する理解を深めてもらい、輸出取引の拡大を図るた
め、現地バイヤーを産地に招聘して、見学会や商談会を
開催
②アジア最大級の食の見本市「香港フードエキスポ」へ
の出展支援

雇用

H27年度に支援した事業者のフォ
ローや新たに輸出を検討している
事業者への支援が必要であること
から、継続して実施する。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

海外バイヤーの招聘・個別
相談の実施、商談会への
出展支援により、それぞれ
当初計画よりも多い４生産
法人の販売につながった。

事業の継続

12 農政

新たな流
通・販売
ルート開
拓支援事
業費

生産法人や企業的農家の意欲的な取り組みを支援
することにより、県産農産物の販売力やブランド力
の強化を図る。

県産農産物や加工品の消費拡大を図るため、農業生産
法人等の販路開拓を支援する。
①都内のコンビニエンスストアにアンテナショップを開設
②販路開拓アドバイザーによる販路開拓支援

基礎交付 2,797,990
地方創生
に効果が
あった

雇用

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

検討会は最低限の開催回
数で方針が得られ、ビジネ
スプランコンテスト参加者、
創業支援事業計画は目標
を上回った。

事業内容の見
直し（改善）

起業しやすい環境整備方針を具体
的な支援策につなげていく。

11 農政

農業参入
企業連携
型雇用創
出モデル
事業費

農業参入企業が行うニュービジネス創出の取り組
みを支援することにより、経営の効率化に向けた共
通課題の解決や経営資源の有効活用を図り、参入
企業の経営安定と発展、新たな事業展開に繋げ
る。

農村地域での雇用の確保を図るため、農業参入企業が
連携して行うニュービジネス創出の取り組みを支援す
る。
①アドバイザーの設置：参入企業によるコンソーシアム
の形成支援、課題解決に向けた指導を実施
②コンソーシアム展開事業費補助金：参入企業が連携し
て行うニュービジネス創出に向けた取り組みに対し助成
（補助率1/2、補助対象事業
 副産物や規格外農産物の製品化に向けた取り組み（試
作品開発等)、木質バイオマス等の活用に向けた取り組
み(導入計画策定支援)）

雇用

事業実施希望のない補助事業を廃
止し、効果のあったシニアアドバイ
ザー派遣を継続して実施し、参入企
業の経営安定と発展を図る。

基礎交付 548,960
地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

シニアアドバイザーの派遣
により、参入企業の経営安
定が図られており、雇用の
確保等にも寄与した。

事業内容の見
直し（改善）

10 産業

事業拡
大・起業
創業促進
事業費

県内企業の事業拡大や本県への設備投資等を検
討している企業の意向を知り、強力に誘致活動を
進めるとともに、ビジネスアイディアのブラッシュアッ
プから事業化まで、総合的な支援を行うことにより、
県内における起業を促進する。

①本県及び関東・東海・関西等に本社や事業所を有す
る企業に対して、設備投資計画等に関する調査票を送
付し、本県への立地の可能性の意向を確認するととも
に、本県への立地を検討するための条件などを調査し、
企業誘致につなげていく。
②起業環境の改善や起業希望者のビジネスアイディア
のブラッシュアップ等を行うとともに、市町村による創業
支援事業計画の策定を支援する。
・起業環境改善検討会の開催
・ビジネスアイデアコンペの実施
・起業創業支援チームによる支援

基礎交付 17,258,145

地方創生
に相当程
度効果が
あった

雇用

9 産業
研究開発
事業化促
進事業費

県内企業の新製品開発や新事業展開を支援するこ
とにより、本県産業の活性化を図る。

本県産業の活性化を図るため、中小企業の成長分野に
おける新製品開発や新事業展開を支援する。
①研究開発事業化促進アドバイザーの設置
②山梨燃料電池産業化推進会議の開催
③開放特許を活用した新製品開発、新事業展開を促進
するため、開放特許活用セミナー ・マッチングイベントを
開催

雇用
参加企業が多く、更なる効果が期
待できるため、継続して実施する。

基礎交付 3,951,628

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

県内企業の新製品開発や
新事業展開に寄与した。

事業の継続



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標①
高校卒業就職者のうち建設業
に就職した割合

12 ％ H28.3

未公表
（学校基
本調査
H29.3公
表予定）

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 富士東部地域の宿泊客数 6,600 千人 H28.3 4,196

指標②
富士五湖周辺７市町村観光入
込客数（前年比増）

3 ％ H28.3 8.5

指標③
位置情報を活用した救援要請
件数の増加

H28.3 0

指標④ 外国人延べ宿泊者数 90 万人 H28.3 131

指標⑤
公園利用者の増加（県土管理
7公園分）

H28.3

指標⑥
観光入込客数（広河原・芦安）
（前年比増）

1.5 ％ H28.3 51.1

指標①
PASMO利用可能なバス路線
運行距離の比率

85 ％ H28.3 84.4

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 観光入込客数（前年比増） 3 ％ H28.3 4.8

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 新設ルート利用者数 100 人 H28.3 95

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 観光入込客数（前年比増） 3 ％ H28.3 4.8

指標②

指標③

指標④

指標⑤

事業の継続

外国人観光客の受入環境整備を進
めるため、案内表示やパンフレット
等の多言語化を継続して支援す
る。
また、一部整備の終了したものは
予定通り事業を終了する。

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

・山梨百名山の標柱を予定
どおり作成し、1万部発行し
た百名山手帳も多くの登山
者に利用されている。ま
た、登山道の道標等に位
置情報を付与したことによ
り、要救護者が現在地を認
識できることから、今後さら
なる活用が期待される。
・観光パンフレットや案内表
示板の多言語化を121件実
施したことにより、外国から
の観光客への利便性の向
上に繋がり、山梨サイクル
ネット構想（富士北麓地域）
を策定したことにより、事業
展開に向けた整備方針が
整理された。
・さらに、公園内の看板の
表記を外国語（英語）の表
記としたことで、外国からの
観光客へのサービスに繋
がった。

本県のイメージアップを図るとともに、国内外からの更な
る誘客を促進するため「富士の国やまなし観光ナビゲー
ター」に起用したハローキティを活用したプロモーション
を行う。
①県・やまなし観光推進機構が発行する印刷物やHPで
の情報発信での活用
②着ぐるみグリーティングでの活用
③海外での活用
④首都圏でのプロモーションで活用（※プロポーザルコ
ンペにて内容決定）

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

新たなルート設定による利
用者増加が図られたため。

追加等更に発
展させる

H27に策定した「富士の国やまなし
峡東ワインリゾート構想」と連携し、
より峡東エリア全体に効果をもたら
す事業としていく必要があるため。

追加等更に発
展させる

平成２７に作成したハンドブックによ
り更に誘客に繋がる事業に発展さ
せる必要がある。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

県内全域を等しく取り上げ
るテーマが地域に受け入
れられたため。

本県の歴史・文化に根ざした地域資源を活用した観光
振興を図るため、神社仏閣等を紹介するハンドブックを
作成（日本語版、英語版）する。

基礎交付 4,500,000

20 観光

観光地二
次交通強
化モデル
事業費補
助金

やまなし観光推進機構が計画している「二次交通モ
デル事業」の新規拡張（富士河口湖地区から峡東
地区へのルート新設等）に対して支援を行うことに
より、県内観光地における二次交通システムの構
築の推進を図る。

観光客の利便性の向上を図るため、峡東地区内（石和
温泉⇔ワイナリー）で実施しているワインタクシーについ
て、富士河口湖地区から峡東地区へのルートを新設す
る。
①ＰＲチラシ、ポスターの作成

基礎交付 1,500,000
人の流
れ

19 観光

富士の国
やまなし
観光ＰＲ
強化事業
費

世界中で人気のあるハローキティを観光ナビゲー
ターとして起用することで、国内外から本県への更
なる誘客促進を図る。

人の流
れ

18

21 観光

カル
チャー
ツーリズ
ム推進事
業費

県内文化財等を周遊するためのハンドブックや日
本の伝統文化に対して関心が高い外国人観光客
向けの英語版を作成することにより、国内外からの
本県への誘客の促進を図る。人の流

れ

事業の継続
全庁的に活用することで更に本県
のイメージアップに繋げる。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

認知の高いキャラクターの
活用によるイベント集客に
効果があった。

地域

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

小中学生、高校生、一般県
民それぞれをターゲットに、
建設業のイメージアップに
つながる取り組みを集中的
に実施した。

事業の継続
建設業の人材確保対策は、すぐに
効果が現れるものではなく、息の長
い取り組みが必要である。

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

全国の鉄道、バスが運用
する各カードとの相互利用
が可能となり、県民や本県
を訪れる観光客が簡便に
バス利用時の運賃決済が
可能となったため。

予定通り事業
終了

リニア

バス交通
利用円滑
化推進事
業費補助
金

交通系共通ICカードの導入により、バス利用者の
運賃支払い時間の短縮や鉄道等からの乗り継ぎが
スムーズになるなど、バス運行の定時性の確保や
バス利用の利便性が向上し、利用者の増加を図
る。また、料金支払いの煩わしさから開放されること
で、高齢者など交通弱者も容易にバスを利用できる
ようになり、安心して暮らせる地域社会の構築に貢
献する。

バス交通の利用及び観光客の周遊を促進するため、路
線バス事業者が行うバス・鉄道共通ICカードシステムの
導入に対し助成する。
①PASMOシステムを山梨交通の運行する路線バス等に
導入

基礎交付 121,459,000

基礎交付 39,947,163

17

県民
観光
県土
教育

観光客誘
客促進事
業費

海外からの誘客を促進するため、外国人観光客の
受入環境整備や観光情報等の発信力充実を図る。

①富士山世界遺産センター（仮称）における観光客の受
入体制の充実を図るため、多言語解説システムや周辺
施設の整備等を行う。
②自転車を活用した周遊観光の振興を図るため、構想
を策定するとともに、案内誘導や注意喚起のサイン整備
等を行う。
③外国人観光客等の誘客を図るため、道標の外国語表
示、登山道における危険箇所の調査等を行う。
④外国人観光客の受入環境を整備するため、観光パン
フレットや音声ガイドの多言語化、外国語案内看板の設
置等を行う。
⑤山梨百名山を生かした観光振興を図るため、山梨百
名山手帳の発行、標柱の再整備等を行う。
⑥東京オリンピック・パラリンピック大会開催を好機に合
宿等の誘致を推進する。
⑦地域の観光資源として活用するため、眺望ポイントの
環境整備を行う。

人の流
れ

基礎交付 253,828,832

16 県土

やまなし
建設業応
援プロ
ジェクト事
業費

社会資本整備を担う建設業に対するイメージアップ
を図り、建設業を担う人材を確保・育成を強化す
る。

建設業のイメージアップを図り、未来の人材を確保する
ため、高校生を対象としたインターンシップ等を行う。
①小中学生出張出前講座
②建設業インターンシップ（高校生に対象を限定したイン
ターンシップも実施）
③建設業の魅力を伝える動画制作・放映等広報事業
④新規就職者を対象とした技能研修　等

基礎交付 19,499,832

地方創生
に相当程
度効果が
あった

人材



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標①
馬術大会等・関連イベント参加
者数：年

39,000 人 H28.3 39,028

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 映像ソフト作成 1 本 H28.3 3

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
地域づくり・景観づくり活動の
実施者数(修了者100人/5年)

20 ％ H28.3 27

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
峡東及び富士・東部圏域の無
料開放期間における観光入込
客数（前年比増）

3 ％ H28.3 3.4

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 県外人材の正式採用者数 18 人 H28.3 1

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 参加者の県内就職者数 20 人 H28.3 12

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① ①若年世代の相談者数 150 件 H28.3 100

指標②
②都市農村体験施設の体験
者数

8 万人 H28.3
7月末

集計結果
発表予定

指標③ ③移住支援組織 3 団体 H28.3 7

指標④

指標⑤

指標① 就農者数 10 人 H28.3 6

指標②

指標③

指標④

指標⑤

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

ターゲットを若年層に絞っ
た専門誌へのＰＲや全国規
模のイベントへの参加、さ
らに現地視察なども好評で
あり相当の効果があった。

事業の継続
若年層の移住定住は、人口増にも
寄与し、地域の活性化も生まれるこ
とが見込まれるため。

29 農政

農家子弟
等Ｕ・Iター
ン就農推
進事業費

新規就農者等に対する意向調査を実施するととも
に、県外に居住する農家子弟が親族の農業経営体
に就農し将来的にその経営体を継承しその地域へ
の定住を促進し、新規就農者の確保を図る。

人の流
れ

予定通り事業
終了

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

新規就農者の目標が達成
したことから効果があった
ものと考えられる

①新規就農者の確保を図るため、新規就農者等に対す
る意向調査を実施する。
②新規就農者の確保を図るため、県外に居住している
農家子弟のUターン就農に対し奨励金を支給する。
（支給額：1,500千円、主な支給要件：親族が経営する県
内の農業経営体に就農した農家子弟のうち県外から移
住した者、青年就農給付金の給付要件を満たさない就
農時55才未満の者　等)

基礎交付 10,995,622

26 産業

Ｕ・Ｉ・Ｊ
ターン促
進事業費
補助金

地域の中小企業が、大都市のプロフェッショナル人
材を受け入れるための「お試し就業」を実施する際
に、一定期間、企業の受入費用の半額を助成する
ことで、地方への転職マーケットを創出し、都市圏
から地方への人材還流の円滑化を図る。

県内への移住を促進するため、事業の企画や運営に実
績のある県外人材を試験雇用する中小企業に対し助成
する。
①中小企業に対する助成
（補助率：1/2、上限1,000千円、補助対象：30～50代の
県外在住者の就業体験等に要する給与）
②制度の周知に係る広報

基礎交付 333,000

28 総政

若年世代
移住・定
住促進事
業費

イベントの開催や情報発信・移住者中間支援組織
の強化育成を行うことにより、若者世代の移住・定
住を促進する。

若年世代の移住・定住を促進するため、移住希望者等
に対する意向調査を実施するとともに、体験ツアーの開
催、移住ガイドブックの作成等を行う。
①若年世代への情報発信：移住専門雑誌への記事掲
載、農業・自然体験集の作成、移住相談者のためのガイ
ドブック作成、やまなし暮らし支援センターHP改修、田舎
暮らしイベントへの出展等
②体験ツアー等の実施：移住専門雑誌と連携し、移住者
と移住希望者との都内での交流イベントや県内への現
地視察ツアーを開催
③中間支援組織の強化：移住者と地元住民をつなぐ中
間支援組織（NPO等）の資質を高めるための研修会等を
実施
④ニーズ調査の実施：若年世代が移住を実現させる要
件を導出し、行政としての今後の取り組みを検討するた
め、イベントにおける対面調査、ＷＥＢアンケート、ふるさ
と回帰支援センター相談者への郵送アンケートなどを実
施、若年世代の移住促進に向けたニーズを分析

基礎交付 12,492,389

U・Iターン就職を促進するため、首都圏に在学する本県
出身学生等に対し県内企業を知る機会を提供する。
①首都圏発職場見学バスツアーの実施
②県内企業経営者との意見交換会（都内）の開催：年2
回 基礎交付 2,484,000

人の流
れ

27 産業

学生Ｕ・Ｉ
ターン職
場見学支
援事業費

首都圏の大学等に在学している学生等に、県内企
業を知る機会を提供し、県内企業に対する理解を
深めてもらうことにより、県内へのＵ・Ｉターン就職の
推進、県内企業の人材の確保を図る。人の流

れ
予定通り事業
終了

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

目標指標に届かなかったも
のの、参加者の県内就職
に繋げることができた。

人の流
れ

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

市町村へ募集の依頼をし
たところ、市町村職員だけ
でなく、景観まちづくり等に
興味のある地域おこし協力
隊や住民団体からの応募
があった。

事業の継続
27年度の目標値を実績値が超えて
おり、28年度においてもそれが見込
まれるため

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

周知期間が短期間であっ
たが、県外人材の採用に
繋げることができた。

事業内容の見
直し（改善）

交付要綱の改正を行い、他事業との
連携を図りながら、県外人材の採用
を促進していく。

25 県土

道路公社
管理道路
活用誘客
促進事業
費

夏秋の観光シーズンに県道路公社が管理する有料
道路の無料開放を行うことにより、本県への誘客促
進を図る。

人の流
れ

予定通り事業
終了

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

観光入込客増加に効果が
あることが数字でも示され
た。また、地元市の他調査
でも、地方創生に効果的で
あったことが確認された。

本県への誘客を促進するため、夏秋の観光シーズンに
県道路公社が管理する有料道路の無料開放を行う。
①雁坂トンネル有料道路：7/1～11/30、全車種対象
②富士山有料道路：9/15～11/30（除土日祝）、普通車
等対象 基礎交付 198,055,000

22 農政

八ヶ岳南
麓地域観
光振興事
業費

馬術競技場を活用した観光客向けのイベントの開
催、各種大会の誘致等を実施することにより、八ヶ
岳南麓地域の振興を図る。

八ヶ岳南麓地域の観光の振興を図るため、馬術競技場
を活用した観光客向けの各種イベントの誘致、開催等を
行う。
①（公財）山梨県馬事振興センターへの補助事業
（地域検討会の開催、ＰＲの実施、イベントの開催、大会
の誘致に必要となる整備）

基礎交付 56,234,436

24 県土

地域景観
リーダー
育成事業
費

地域の実情に詳しい住民などの中から景観づくりに
取り組むリーダーを育成することにより、より多くの
県民に景観づくり活動を波及させ、地域活性化に繋
げる。

地域活性化につながる景観づくりを促進させるため、地
元に専門的なノウハウを有するリーダーを育成する。
（対象者：住民団体の代表者、NPO法人職員、地域の景
観形成に取り組む住民、市町村が推薦するもの等、育
成人数：40人程度、研修内容：景観の基礎、山梨の景
観、景観行政、現地講習、課題発表等）

基礎交付 858,995

平成28年度に開館予定のクニマス展示施設で放映する
映像ソフトを作成する。
（映像の内容：クニマスの発見について、西湖に来た経
緯　クニマスの生態、養殖技術の研究　等）

基礎交付 9,385,200

人材

23 農政

クニマス
展示施設
誘客促進
事業費

平成２８年度開館予定のクニマス展示施設や既存
の富士湧水の里水族館において、クニマスを普及
啓発するとともにクニマスを育んできた富士北麓の
自然環境を紹介する映像を上映することにより、施
設の入館者数の増加を図り、地域の誘客力を高め
振興を促す。

人の流
れ

予定通り事業
終了

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

平成28年4月27日に開館
記念式典を開催しマスコミ
に報道され注目を集めた。
多数の入場者が見込まれ
る

人の流
れ

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

イベントの開催数を増やし
たことにより、目標とするイ
ベント参加者数を達成する
ことができた。

追加等更に発
展させる

当事業は目標を達成したため、予
定通り終了するが、さらに地域の活
性化を推進するためには、施設の
整備を行って、県馬術競技場を拠
点とした大会等の開催数増加が必
要なため、地方創生推進交付金を
活用した事業を展開していく。



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標①
やまなし出会いサポートセン
ター会員獲得数

600 人 H28.3 541

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 利用者の満足度 70 ％ H28.3 88.4

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
妊婦歯科検診を実施する市町
村数：増加

市町村 H28.3 1増

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
利用者の子育てに対する不安
の解消度：アンケートで「不安
が和らいだ」との回答

70 ％ H28.3 100

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 連携シートの活用率 10 ％ H28.3 100%

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
本事業で得られた効果等を全
市町村へ周知

27 団体 H28.3 27

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 先進事例数 15 件 H28.3 3

指標②

指標③
指標④
指標⑤

指標① 講師養成講座受講者数 30 人 H28.3 150

指標②

指標③

指標④

指標⑤

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

育休復帰や多様な働き方
制度の導入が進み、企業
における働きやすい職場環
境の整備が進んだため。

予定通り事業
終了

37 教育

ワクワク
子育てプ
ロジェクト
事業費

子育ての不安や悩みを解消し、自信をもって子に向
き合えるようにするため、家庭の教育力向上につな
がる教材を作成し、配付することにより、家庭の教
育向上に繋げる。子育て

環境
事業の継続

修了生を増やすことで地域のネット
ワークが広がり、相互の情報交換
により、より高度な講座を開設する
ことが可能となる。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

講座の修了生がファシリ
テーターとなって開催する
子育て支援講座が地域に
広まりつつある。

子育ての不安や悩みを解消し、自信をもって子に向き合
えるようにするため、家庭の教育力向上につながる教材
を作成し、配付する。
①編集委員会開催
②教材作成
③講師養成講座開催
④啓発パンフレット作成等

基礎交付 4,682,192

34 福祉

産前産後
包括支援
ネットワー
ク事業費

産前産後の母親に対し、医療機関と保健機関が連
携して包括的支援を実施するための体制を構築す
ることで子育て環境の一層の充実を図る。

出産前後の母親が持つ不安を軽減するため、医療・保
健機関の連携による支援体制の構築等を行う。
（委託先：学校法人富士修紅学院、事業内容：医療機関
と保健機関の連携体制検討会の開催、包括的母子支援
連携シートの作成及び運用、産前産後ケア研修会の開
催、県民への普及啓発）

基礎交付 6,634,863

36 産業

中小企業
子育て支
援奨励給
付金

男性の育児休業取得の促進や育児休業者の継続
雇用の推進を図った場合、また、仕事と子育てを両
立しやすい多様な働き方制度を導入し、利用者が
あった場合に奨励金を支給することにより、中小企
業が子育てと仕事の両立を推進するための支援を
行う。加えて支給を受けた企業の先進的な取り組
み事例を積極的に紹介し、他企業の子育て支援の
取り組みを促進する。

中小企業における仕事と育児の両立に向けた取り組み
を支援するため、子育て支援制度の導入や利用実績の
ある企業に対し、次の奨励金（1社当たり200千円）を支
給する。
①男性の育児休業取得奨励金
②継続就業支援奨励金（育児休業者）
③多様な働き方制度導入奨励金
また、奨励金を支給した企業を先進事例として積極的に
紹介し、他企業の取り組みの促進を図る。

基礎交付 600,000

子宮頸がん検診受診率の向上を図るため、検診受診に
つなげるためのモデル事業を実施する。
（委託先：山梨大学、事業内容：県内大学での講習会の
開催及び無料検診の実施）

基礎交付 2,843,316

子育て
環境

35 福祉

子宮頸が
ん検診受
診率向上
モデル事
業費

２０歳代から３０歳代に多い子宮頸がんは、早期に
発見し、適切な治療を受けることにより完治する確
率が高くなることから、若い世代における検診の受
診率の向上の推進を図り、将来的に健やかに妊娠
を望め安心な出産を可能なものとする。子育て

環境
事業の継続

モデル事業を継続し、事業効果等
について市町村へ情報提供する

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

モデル事業の結果につい
て、市町村担当者会議で
情報提供

子育て
環境

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

県が啓発資料を作成し、市
町村へ配布することで、市
町村の積極的な妊婦歯科
検診の実施に繋がった。

予定通り事業
終了

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

宿泊型産後ｹｱｾﾝﾀｰを利用
した全員が連携シート（市
町村⇔産前産後ケアｾﾝ
ﾀｰ）を活用し、連携につな
がった。

予定通り事業
終了

33 福祉

産前産後
ケアセン
ター事業
費

行政支援メニューの中でも手薄とされていた産後間
もない母親へのケアを県・市町村が連携して実施す
るものであり、妊娠・出産から子育てに至る切れ目
のない支援の実現を図る。

子育て
環境

事業の継続
宿泊型産後ｹｱ事業利用料補助を
行い、少子化対策の一環として、取
り組む必要がある。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

宿泊型産後ｹｱ事業を利用
した者、全てから不安が解
消した等の良い評価を得ら
れた。

出産前後の母親が持つ不安を軽減するため、産後間も
ない母親を対象としたレスパイト事業や育児技術指導等
を行う。
①産前産後ケアセンター利用費補助金
（補助先：山梨県産後ケア事業推進委員会、補助率1/2
（利用料金から利用者の自己負担分を除いた額を県と
市町村で折半）
②ソーシャルキャピタル醸成事業
（委託先：産前産後ケアセンター運営事業者、事業内容：
NPOや愛育会等の団体や子育て支援に係わる県民を対
象とした研修会の開催）

基礎交付 426,845

30 県民
結婚支援
強化事業
費

地域住民生活等緊急支援のための交付金（地方創
生先行型）を活用し、昨今の未婚化・晩婚化の進行
を踏まえ、結婚を希望する者に対して出会いの機
会の提供などによる支援をより強化するために必
要な施策を展開する。

未婚化、晩婚化を改善するため、やまなし出会いサポー
トセンターの利用促進に向けた取り組みや結婚に対する
意識調査等を行う。
①結婚意識調査：効果的な結婚支援を図るため、結婚
に向けた課題等を把握するため調査を行う。結婚、子育
ての課題等に関する聞き取り調査（300人）、全国の類似
調査との比較分析を行い、今後の結婚支援策に反映す
る。
②結婚支援PR事業：結婚に踏み出すための意識の醸
成を図るため、動画等の作成や広告媒体を活用したPR
活動を行う。
③やまなし出会いサポートセンター会員登録強化事業：
会員登録者数の増加を図るため、県内企業を訪問し、
事業内容等を周知する。県内企業約1000社を訪問する
ローラー作戦を実施し、やまなし出会いサポートセンター
の利用促進や子宝率調査の結果等を活用した働きやす
い職場づくりに向けた啓発活動を行う。

基礎交付 20,642,040

32 福祉

市町村妊
婦歯科検
診支援事
業費

妊婦の口腔の健康づくりが早産・低出生体重児の
出産予防に繋がることから、本県の低出生体重児
の出産率の高さに鑑み、健全な妊娠・出産に寄与
し、健やかな子育てが開始できるよう、妊婦の口腔
の健康づくりの推進を図る。

妊婦の口腔の健康づくりを推進するため、市町村の実施
する妊婦歯科検診の受診率の向上を図る事業を実施す
る。
（委託先：県歯科医師会、事業内容：母子手帳と合わせ
て配布する妊婦歯科検診の啓発資料の作成、周産期歯
科に関する研修の開催）

基礎交付 830,196

子どもを安心して育てることができるよう、子育て相談窓
口等をわかりやすく紹介する手帳を作成し、子育て家庭
に配布する。
（配付先：6歳未満の子どもがいる世帯（約3万世帯）） 基礎交付 2,997,000

子育て
環境

31 福祉

やまなし
子育て便
利帳作成
費

子どもを安心して育てることができるよう、子育て相
談窓口等をわかりやすく紹介する手帳を作成し、子
育て家庭に配布することにより、山梨県の少子化対
策の一環となる「若い世代の県内定着、結婚・出
産・子育ての希望をかなえる」を実現を図る。

子育て
環境

事業内容の見
直し（改善）

内容を充実させながら継続して作
成・配布していく

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

ハローキティキャラクターを
起用することにより従来に
ない情報冊子となり子育て
支援の気運醸成に役立っ
た

子育て
環境

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

指標値に近い会員を獲得
し、若者の結婚に向けた出
会いの機会の増大に寄与
した。

事業内容の見
直し（改善）

センターの機能拡大やセンターを周
知するボランティアによりセンターの
認知度を高めることなどを通じて、
会員登録数の増加を図る。



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標①
当該事業による県特産品売上
増加額（対H26年度比）

2,730 千円 H28.3 2,167

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①

市町村が定める地域防災計
画の内、避難所・避難場所（建
築物構造見直し含む）の見直
し数

10 箇所 H28.3 0

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
市町村立地適正化計画の策
定取り組み市町村数

5 団体 H28.3 2

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
H27.12
策定

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① フォーラム参加者数 50 人 H28.3 255

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
移住者（年間）（中部・関西方
面）

4 人 H28.3 6

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 移住者数（年間） 60 人 H28.3 3

指標②

指標③

指標④

指標⑤

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

まだ全県的な広がりには
至っていないものの、いくつ
かの市町で取組を始めて
いる。

事業の継続
今後も市町村へ制度の導入を促
し、取組を進めていく中で、実績が
伸びることが想定される。

42 総政
人口減少
対策推進
事業費

知事から企業へ協力を依頼するメッセージを送付す
るとともに、一般県民が参加するフォーラムを開催
することにより、官民一体となった人口減少対策を
推進する。

官民一体となった人口減少対策を推進するため、知事
から企業へ協力を依頼するメッセージを送付する。
①人口減少対策企業応援メッセージの送付
・対象企業：H24年度経済センサスにおいて10人以上の
従業員を雇用している企業
・記載内容：知事からのメッセージの他に、国や県の人
口減少対策について記載
②「人口減少社会の未来を考える」山梨フォーラムの開
催
③県・市町村連絡会議の開催：国及び県の施策説明、
市町村事業の発表、先進事例に関する講演会

基礎交付 1,454,143

44 総政

甲斐適住
居移住サ
ポート事
業費補助
金

空き家バンクの充実に向けた取り組みを行う市町
村に対し助成することにより、定住人口の確保を図
る。

空き家の賃貸・売却希望者からの物件情報を利用希望
者に紹介する制度（空き家バンク）を推進し、移住者を増
やすために同制度を設置する市町村に対し支援する。
（補助先：市町村、補助額：１件あたり50,000円上限　事
業内容：県外移住者と売買等の成約に至った空き家登
録者に対し奨励金を支給する市町村に対し助成）

基礎交付 150,000

自治体間競争が激化する中で山梨が埋没せず、移住先
として山梨を選択してもらうため都市住民の方を対象
に、次の事業により、山梨が魅力ある移住先であるとい
うイメージを定着化し、移住者の増加を図る。
①ポスター・ちらし作成、移住番組作成
②「やまなし暮らし支援センター」移住専門相談員増員
③全国移住ナビ掲載用プロモーション動画作成（作成経
費5,000千円　特別交付税で対応するため、交付金充当
しない。）

基礎交付 20,433,939

人の流
れ

43 総政

やまなし
田舎暮ら
し魅力発
信強化事
業費

「やまなし暮らしセンター」における相談体制の強化
や山梨での田舎暮らしに関する情報発信等を行う
ことにより、定住人口の確保を図る。

人の流
れ

事業の継続
継続して本県の知名度を上げていく
ことが、移住者の増加につながると
考えられるため

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

まだまだ人数は多くないも
のの、着実に移住者は伸
びており、一定の効果が
あったため。

戦略

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

2市において、立地適正化
計画の具体的な取り組み
を行うこととなった。

事業の継続
現在、３市において、立地適正化計
画の作成の検討を行うこととしてい
るため。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

想定を上回る参加者があ
り、人口減少対策及び地方
創生に対する県民意識の
醸成に寄与することができ
た。

事業の継続

今後も、人口減少社会における危
機意識の共有と地方創生に向けた
県民意識の醸成に繋げていく必要
がある。

41 総政

県版まち・
ひと・しご
と創生総
合戦略策
定事業費

まち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関する
方向等を示す総合戦略を策定する。

戦略 事業の継続
今後もＰＤＣＡサイクルの中で施策
の深堀をする中で、総合戦略を改
定していく必要がある。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

山梨県人口ビジョンにおけ
る将来展望を実現するた
め、総合戦略をH27.12に策
定、H28.3に改訂することが
できた。

まち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関する方向
等を示す総合戦略を策定する。
①総合戦略策定関連調査委託費：人口動態等各種デー
タ分析、事例の収集等
②検討委員会の開催：学識経験者8名で構成、年4回開
催予定

基礎交付 18,432,747

38 総政

ふるさと
納税促進
強化事業
費

寄附者に対する特産品の贈呈を拡充し、本県の魅
力や施策内容を周知することにより、ふるさと納税
制度の有効活用を図る。

ふるさと納税制度を有効に活用するため、寄附者に対す
る特産品の贈呈を拡充し、本県の魅力や施策内容を周
知する。
（現行制度：1万円以上寄附者に3,000円相当特産品贈
呈、拡充：3万円以上寄附者に5,000円相当特産品贈呈、
5万円以上寄附者に10,000円相当特産品贈呈）

基礎交付 5,260,506

40 県土
コンパクト
シティ促
進事業費

市町村が、福祉や交通などを含めて都市全体の構
造を見直し、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」
の考えで、コンパクトなまちづくりに取り組み、時代
に対応した市町村計画（立地適正化計画）の策定を
促進するための基礎調査・分析を行う。

人口減少に対応した市町村のコンパクトなまちづくりを促
進するため、県が広域的な視点から都市構造の現況把
握、分析調査等を行う。
①都市構造の現況把握・評価・分析調査
②調査内容を市町村に周知するため講習会等の実施

基礎交付 17,315,460

中山間地域の土砂災害防止法に基づき定められた、警
戒区域や過去の災害履歴と、地域に既にある公共基盤
（指定避難所、指定避難場所、）との位置関係を正確に
把握し、合理的で比較的安全な防災拠点となり得る場所
を抽出するとともに、結果を公表し、市町村に対して地域
防災計画上の拠点箇所変更を促していく。

基礎交付 30,000,000

地域

39 県土
防災まち
づくり検
討事業費

土砂災害防止法に定められ広く県民に示している
土砂災害警戒区域に対して、地域が有事の際、住
民の生命、財産を守るため別に定める”地域防災
計画”の中の”指定避難所・避難地”との位置関係
について正確に整理し、その場所における土砂災
害に対する危険性や、その場所までの住民の避難
行動における困難性などについて、技術的助言を
行うことにより、その避難所・避難地の適格性を評
価するもので、これにより、中山間地域における防
災拠点として好ましいエリアがあぶり出される。この
ことは、地域交流・支え合いの拠点として機能して
いる避難所・避難地の安全性・信頼性が評価され、
地域結束力強化につながり、将来、住居の集約化
が誘導されるとともに、安全・安心を備えた地域に
は、人を引きつける魅力が備わる。

地域
予定通り事業
終了

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業完了後の期間が短い
ため達成には至っていない
が、市町村が見直しの対象
となる危険な避難所の確認
が出来たなどの一定の効
果があった。

地域

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

県特産品としてまだ認知さ
れていない品だけでなく、
既に人気がある品につい
ても、更なる購買に繋がっ
た。

事業の継続
事業に対する反響もよく、相当程度
の効果があり、今後も効果が上が
る見込みがある。



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標①
災害時に災害応急対策を行う
上で必要な情報を迅速・的確
に収集できるシステムの設計

1 件 H28.3
基本設計

実施

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
住んでる地域が子育てしやす
いと思う親の割合

50 ％ H28.3
７月中に
集計

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① ①１社当たりの商談件数 40 件 H28.3 31.4

指標② ②１社当たりの商談件数 40 件 H28.3 46.5

指標③
やまなし「水」ブランド戦略策
定

H28.3 策定

指標④

指標⑤

指標①
①クローラ（キャタピラ）型ロ
ボット試作品

1 機 H28.3 1

指標②
②グリシルリチン定量分析に
よる薬局方基準の達成

H28.3 達成

指標③
③主要鉢花品目の変温管理
に対する適応性の解明

H28.3

指標④
④果樹栽培に適した有機物資
材の組み合わせ

1パターン以上 H28.3 0

指標⑤
⑤甲州地鶏への単波長照射
への影響の解明

H28.3

指標⑥
⑥超急速ガラス化保存法の改
善

H28.3

指標① 事業に対する満足度 70 ％以上 H28.3 92

指標②

指標③

指標④

指標⑤

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業の継続

3ヶ年計画の研究の1年目であり、
計画どおり成果が得られている。ま
た、新たに検討が必要な課題に関
し、継続した検討が必要である。
グリシルリチンは根茎の中心部に
少ないことがわかり、今後根茎の中
心を木質化させない栽培管理が求
められていく。

①県内企業にロボティクス
技術を普及させることで、
製品開発等の支援に繋が
るため。
②根茎の中心部を肥大さ
せる必要がなくなったた
め、栽培期間を短縮させる
ことが可能となった。
③～⑥については、３カ年
計画のため、実績値は出
ていないが目標年(H29)ま
でに、一定の試験成果を得
ることが可能と思われる。
③変温管理において品質
を維持しながらコスト削減
が可能であることが確認で
きた
④3パターンを試験。試験
初年度のため、有意な成
果は現れなかったが、継続
して試験
⑤LEDの色に違いにより、
生育ステージ別に増体の
違いが確認された。
⑥従来の保存方法と同等
以上の効果を得ることがで
きた。

49 産業
中小企業
サポート
事業

中小企業等に必要な支援策を講じることにより、地
域経済の活性化を図る。

雇用 事業の継続
事業に対する満足度が高く、今後も成
果が見込める。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

中小企業が抱える新製品
開発・販路開拓等の経営
革新の諸課題が解決した
ことから、目標を上回った。

①商工団体や金融機関など関係機関が協働・連携する
「中小企業サポート連携拠点」を設置し、それぞれの機
関が有する支援ノウハウや国の支援制度等の効果的な
活用、専門家チームの派遣等を通じて、中小企業が抱
える新商品開発、販路開拓等の経営革新諸課題に対
し、きめ細かな支援を行う。
②中小企業が自らが保有する経営資源を活用して、新
商品・新サービスの開発、販路開拓を行うために必要な
事業可能性調査、展示会出展等に要する経費を助成す
る。（補助率１／２　補助限度額1,000千円/件）
③県内の中小企業・小規模事業者を振興し地域経済の
活性化を図るため、山梨県中小企業・小規模事業者振
興条例の制定に向け、小規模事業者をはじめ、商工団
体、金融機関、市町村、有識者からなる検討委員会を設
置する。

基礎交付 14,234,950

46 福祉
子育て支
援総合対
策事業

子どもを産み育てる希望を実現する子育て協働社
会を構築するため、県全域での子ども・子育て支援
の連帯感と機運の醸成を図る。

①地域ぐるみで子育て支援に取り組むため、地域の子
育て支援活動を「子育て支援隊」と位置付け、イベントや
研修会などを通じて、県全域での子ども・子育て支援の
連帯感と機運の醸成と支援ネットワークの強化を図る。
②子どもを産み育てる希望を実現する子育て協働社会
を構築するため、子育て意識調査を行い、今後の施策
に活用するとともに、調査結果を市町村に提供し、活用
してもらう。

基礎交付 7,618,650

48
産業
森林
農政

やまなし
ブランド価
値向上研
究費

基幹産業の発展や本県の特性を活かした新産業
の創出の促進により、新たな雇用の創出に繋げる。

新産業、新技術、新商品等を開発し、やまなしブランドの
価値を向上させ、新たな付加価値化を生み出すことで、
本県の基幹産業が成長・発展することにより、雇用拡
大・雇用創出につなげていく。(事業実施期間27～H29）
①クローラ（キャタピラ）型ロボットにおいて、自律移動を
実現させる。
②甘草の栽培方法を確立し、本格的な甘草生産を目指
す。
③本県の主要鉢花につい低コスト栽培方法を確立する。
ブドウ、モモ栽培における牛ふん堆肥を中心とした最適
な有機物資材の施用法を確立する。
④ブドウ、モモ栽培における牛ふん堆肥を中心とした最
適な有機物資材の施用法を確立する。
⑤我が国でも実施されていない単波長LEDを利用した肉
用（甲州地）鶏を生産し、出荷日齢の短縮化やそれに伴
う鶏舎回転率向上による収益性を向上させる。
⑥体外受精卵を活用した乳用牛の繁殖成績向上技術を
確立し、品質の安定、低コスト、高収益を目指す。

基礎交付 17,856,921

山梨ブランドの形成を図るため、本県地場産業の国内外
での販路開拓と新事業創出を目指していく。
①ジュエリーやまなしの活性化：国内３大ジュエリー展示
会の一つである「輝きの祭典」における産地の歴史展示
や職人の実演等による日本一のジュエリー産地の認知
度向上の取組に対し支援
②やまなし繊維ブランド化の推進：織物産地やまなしを
プロモーションするイベントの開催等
③やまなし「水」ブランド戦略の策定：本県の良質な水を
活かした新たな事業の創出を図るため、やまなし「水」ブ
ランドを策定する。

基礎交付 6,781,362

雇用

47
森林
産業

やまなし
ブランド推
進事業

本事業は、地域ブランドとしての魅力向上や県産品
の競争優位性の向上を図るとともに、新規販路の
開拓、新事業創出による本県経済の活性化を目指
するものであり、地場産業の底上げにつながること
から、山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置
付ける予定の「地域に根ざした新しい雇用を創生す
る」という基本目標実現のために重要な施策の一つ
となるものである。

雇用

子育て
環境

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

・子育て環境調査の結果、
第2子以降3歳未満児保育
料の無料化事業の構築に
つなげた
・子育て支援の気運醸成の
結果、子育て支援隊として
2,010人の報告があった

事業内容の見
直し（改善）

・子育て環境調査は単年度事業
・子育て支援活動推進事業、人材
育成やネットワークの強化事業とし
て発展させていく

地方創生
に相当程
度効果が
あった

追加等更に発
展させる

本事業で策定した「やまなし『水』ブ
ランド戦略」を総合的な指針として、
関連の施策や事業を展開していく。
比較的良好な結果となっている指
標については、効果の上乗せを図
る。また、達成できなかった指標に
ついては、手法を再検討して事業を
継続する。

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

今後の事業展開の指針と
なる「やまなし『水』ブランド
戦略」を策定することがで
きた。また、本県地場産業
の国内外での販路開拓に
より、産地山梨の知名度向
上に効果があった。

45 防災

総合防災
情報シス
テム構築
事業費

災害発生時における応急対策を迅速かつ的確に行
うため、被災情報等を県・市町村・関係機関が収
集、共有し、住民に提供できるシステムを整備し、
県民や観光客に安心と安全を提供する。

地域 事業の継続
H29.3の運用開始に向けて、システ
ムの導入作業を引き続き進めていく
必要があるため。

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

防災業務の分析を行い、
災害時に必要なシステム
の機能検討を行うことがで
きた。

今までは被災情報等を県と市町村が情報共有できなく、
県民に対し一元的な情報発信ができなかった。今回、県
民や観光客に必要な情報を迅速・的確に提供できるシ
ステムを整備する。本年度は、総合防災情報システムの
基本設計を行う。県民や観光客にとっても、インターネッ
トやＬアラートによって確実な情報を入手することができ
れば、山梨が安全・安心な地域であることが認知され、
交流人口や定住人口の増加に寄与すると思われる。(事
業期間H27～H28
事業内容:H27基本設計H28詳細設計・システム構築・運
用開始）

基礎交付 10,152,000



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標①
山梨大学工学部・同大学院の
県内就職率（県内就職者/就
職者）

25 ％ H28.3 集計中

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 空き店舗を活用した創業 50 店舗 H28.3 15

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
１年以上継続雇用された労働
者数

10 人以上 H28.3 12

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
やまなし観光推進計画・外国
人延べ宿泊客数目標値

90 万人 H28.3 131

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
やまなし観光推進計画・外国
人延べ宿泊客数目標値

90 万人 H28.3 131

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
やまなし観光推進計画・外国
人延べ宿泊客数目標値

90 万人 H28.3 131

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 補助先市町村数 5 市町村 H28.3 6

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 県産食材利用実需者数 5 社以上 H28.3 10

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 新甲州式果樹棚開発 1 種類 H28.3 1

指標②

指標③

指標④

指標⑤

58 農政

新甲州式
低コスト
果樹棚開
発事業費

低コストで耐候性の高いぶどう棚を開発することに
より、果樹産地の維持発展を図る。

県下で使われている「甲州式果樹棚」は、耐久性は高い
が建設費が高く、農業者の初期投資が大きいことから、
低コストで耐久性が高く、本県果樹産地の特性に合った
新たな果樹棚を開発を委託する。（委託先：県内のJAや
果樹棚メーカーを想定　事業期間H27～H28)

基礎交付 3,143,000雇用

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業の組立てや手法が的
確であり、実績につながっ
ている。

事業の継続 実績は上がっており継続が妥当

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

従来型甲州式棚に比べ約
20％低コストな果樹棚を開
発した

事業の継続
更に低コストな醸造用ぶどう向け果
樹棚を開発・展示し、ぶどう栽培面
積の維持拡大を図る

57 農政

県産食材
地産地消
促進事業
費

特色ある県産食材の地産地消を促進するための取
り組みを行う。

雇用 事業の継続

地産地消、地産訪消を推進するた
め、実施済みの実需者ニーズ調査
の結果を参考にしながら、引き続き
新たな需要に応える新品目の生産
支援を実施するとともに、県産農産
物の利用促進を図る

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

実需者ニーズ調査により、
実需者の課題が明らかに
なるとともに、新たな需要
に応える新品目の生産支
援を行うことができた。ま
た、県産畜産物を利用した
メニュー開発等により県産
畜産物の利用促進を図っ
た

①新たな需要に応える新品目等の生産にチャレンジす
る農家や農業生産法人に対し、新品目の生産を行うた
めの種苗や資材等に対して支援を行う。
②実需者（ホテル・旅館）と生産者との利用促進に係る
意見交換会を開催し、県産食材の紹介、試食、サンプル
提供を行い、取引やメニューの開発を促進する。
③県産食材の生産・販売を強化するため、県内のレスト
ランやホテル・旅館等に対して、県産食材等に関する
ニーズ調査を行う。

基礎交付 4,941,725

54 観光

外国語版
「県のあら
まし」作成
費

外国語版「県のあらまし」を作成することにより、世
界に向けて「富士の国やまなし」の存在を知らしめ、
海外からの来県者対応や観光客誘致を効果的に
行う。

山梨県の歴史、文化、産業・経済、行政等の状況を海外
及び県内在住の外国人に理解してもらううことで、海外
から来県者対応や観光客誘致を効果的に行うため、英
語版・中国語版の県のあらましを作成する。 基礎交付 1,785,240

56 農政

やまなし
農業・農
村総合支
援事業費
補助金

必要な施設整備等に対し補助することにより、高収
益な農業の実現を図る。

本年度策定する新たな農業施策大綱に基づき、昭和５３
年ピーク時の農業生産額１，３００億円を目指し、高品質
化、販路拡大、ブランド化等に資する取り組みに対して
次のような支援を行うことにより、儲かる農業の展開を図
る。
（補助先：市町村　事業内容：販路の拡大、強い産地づく
り、高品質化や環境保全等に必要な施設・機械等の整
備を支援するとともに、新規就農者を育成し就農定着を
図るため、初期投資となる農業用機械の整備など、国庫
補助事業の要件を満たさない整備に対し、必要な経費を
支援。国補対象外事業費21,268千円（交付金充当文）
（補助金　補助先：市町村　補助助率：1/2以内）

基礎交付 15,275,000

ビザの大幅緩和等により、今後、有望な市場であるフィ
リピンからの誘客を図るため、次の事業を行う。
①山梨を主たる目的地とする旅行商品の造成、旅行会
社下現地支店でのキャンペーンの実施
②フィリピン人観光客の誘致を図るために、県、市町村、
観光団体等による訪問セールスを実施する。

基礎交付 3,108,480

雇用

55 観光

フィリピ
ン・インバ
ウンド観
光推進事
業費

冬季の旅行商品の造成及び県、市町村、観光団体
等による訪問セールスを行うことにより、フィリピン
からの誘客促進を図る。

人の流
れ

追加等更に発
展させる

H２７は事業初年度であったが、更
なる外国人の宿泊者数の増加のた
め、効果的な方法で継続する。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

北杜市内で行われた雪合
戦を組み入れた商品造成
が行われる等大きな進展
が見られた。

人の流
れ

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

１年以上継続した雇用を確
認でき、県内の雇用情勢の
回復に繋げることができ
た。

事業内容の見
直し（改善）

雇用要件を正規に限定し、県内の
正規雇用率の改善を図ることとす
る。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

２か国語（英語・中国語）の
「県のあらまし」を作成した
ことにより、海外からの来
県者対応や観光客誘致に
効果があった。

予定通り事業
終了

世界に向けて山梨を発信するため
に活用する。

53 観光

関東観光
広域連携
キャン
ペーン事
業費

関東各都県等と連携した外客誘客事業を実施する
ことにより、本県への誘客促進を図る。

人の流
れ

事業の継続
広域連携事業が効率的であるた
め、事業を継続する。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

統一したのぼり旗を各県で
使用するなどが功を奏し、
来場者数が増加した。

東京オリンピック・パラリンピック開催を契機に、関東地
方の観光認知度向上、旅行者来訪促進及び旅行者満
足度向上を図るため、関東地方ブロックの８都県の観光
関係機関、団体、企業が連携し観光キャンペーンを実施
する。

基礎交付 1,629,330

50 産業

産業技術
系人材育
成・供給
確保事業

技術系人材等の育成等を支援することにより、本県
産業の持続的な発展を図る。

①産学官の関係者による技術系人材を育成するための
施策に関する情報交換等を行い、県内の技術系人材不
足を解消する。（事業内容：技術系人材の確保・育成対
策アクションプランの進行管理、インターシップの円滑な
推進、高校性、大学生、大学院生の進路に関する意見
交換会）
②産業人材の育成・供給の強化策について調査・検討
を行うため、 高等専門学校の設置など人材育成供給の
強化に向けた意向調査や検討委員会を設置する。

基礎交付 7,143,668

52 産業
雇用創出
奨励金

企業立地や事業拡大等により労働者を新たに雇用
した事業者に対し奨励金を交付することにより、雇
用の場を確保し、産業構造の多様化を図る。

山梨県内への企業立地や事業拡大等による雇用の創
出に体制て、雇用した人数に応じて奨励金を支給
（対象業種：製造業や情報サービス等、主として県外を
活動の場を中心とする８業種　支給要件：対象業種ごと
に定めた人数を雇用し、雇用及び事業を継続すること。
支給額：雇用者１人あたり最大１００万円）

基礎交付 9,300,000

①商店街の活性化を図るため、商工団体等が行うソフ
ト・ハード事業及び商工会議所等が行う空き店舗に出店
する者への家賃補助、商店街の空き地、空き店舗を子
育て支援サービス施設等に活用し、これらの施設等を活
用したイベントやＰＲを行う事業に対して支援する。（補
助先：市町村　事業主体：市町村、商工会議所等　補助
率：１／３）　補助限度額5,000千円）
②商工関係団体職員及び市町村職員を対象に、商店街
活性化を支援する人材を育成するための研修会を開催
する。
③商店や商店街等が地域と連携して行う買い物弱者対
策のための取り組み（「買援隊」の取り組み）を促進する
ため、買い物環境実態調査を実施し、日常の買い物や
サービスを受けたりすることが困難な「買い物弱者」の実
態を把握する

基礎交付 11,875,079

人の流
れ

51 産業
中小小売
商業等振
興事業

中小小売商業等の事業や、商店、商店街、商工会
等が連携して買い物弱者を支援する「買援隊」の取
り組みを促進することにより、地域の商店の活性化
を図る。

地域 事業の継続
引き続き空き店舗を解消させること
により、商店街を活性化させる。

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

空き店舗に新規創業するこ
とにより、空き店舗の解消
だけでなく商店街の集客に
寄与したため。

人材
地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

Ｈ２７年度新規事業として、
ものづくり企業に特化した
会社説明会を開催し、企業
の魅力を学生に発信した。

事業の継続

プログラム参加学生が平成２７年度
１８人から平成２８年度３０人と増加
し、学生のニーズが高まっている。
プログラムの適正な実施のため事
業を継続する。



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標① 特産品開発グループの設立 1 件 H28.3 0

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 相談件数(年） 250 件 H28.3 300

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
鳥獣別忌避農作物の選定数
（サル、イノシシ、シカ対策用）

1 品目以上 H28.3 0

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標①
補助件数及びフォローアップ
件数

3 件 H28.3 １件

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 高校生留学者の満足度 50 ％以上 H28.3 100

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 日本ワインの県内製成数量
4450
(H16～

Ｈ25平均)
ｋｌ H28.3

4629
(H26)

指標② 峡東圏域観光入込客数 580 万人 H28.3 563

指標③
醸造用甲州ブドウの栽培面積
の実態把握

129.7 ha H28.3 129.7

指標④

指標⑤

事業の継続

国内プロモーションにおいては、よ
り効果的な手法を検討することと
し、国外プロモーションについては
事業者の積極的な参加を促進す
る。
また、峡東地域以外の地域の実態
調査を行い、ワイン産地やまなしの
確立を図る。

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

峡東地域の栽培面積・生
産者の意向を把握できた。
また、国内のワイン市場の
好調を背景に積極的なプロ
モーションによりＨ２７も達
成が見込まれる。

62 県土

やまなし
建設業経
営多角化
支援事業
費補助金

建設業者の行う経営多角化の取り組みを支援する
ことにより、建設業者の経営力強化を図る。

公共事業に依存する経営体質からの転換等を図るた
め、次のように建設業者の経営多角化の取り組みに対
して支援する。
①建設業者の行う経営多角化の取り組みに対し、必要
な経費の一部を助成（補助率：1/2 補助対象：経営多角
化に必要な初期投資、展示会等の販路拡大などの経費
に助成）
②補助事業選定審査会開催経費
③補助事業者のフォローアップ委託

基礎交付 2,095,154

64
観光
産業
農政

県産ワイ
ン・ブラン
ド確立事
業費

本県の主要な地場産業の一つであるワイン産業の
販路拡大、産地の認知度向上を進めることにより、
甲州種生産の維持・拡大によりワイン産業の発展
を図る。

①ワイン産地やまなしの確立を図るため、醸造用甲州ぶ
どうの栽培情報の調査を行う。
・峡東地区の約8,000戸の農家を対象に園地情報(立地、
面積、権利関係等)、栽培農家の意向調査を実施
②県産ワインのブランド確立を図るため、都内や海外で
のプロモーション活動を行う。
・山梨ワインフェスタの開催：都内における県産ワイン試
飲販売会、地理的表示「山梨」制度のＰＲ等
・海外プロモーションの実施：香港、シンガポール、タイ、
ロシア、ＥＵ諸国のうち1～3箇所における県産ワインのＰ
Ｒ等
・ジェトロを活用した海外展開支援：ジェトロの国際ネット
ワークを活用した海外の有名バイヤーの招へい、産地
視察、商談会の開催等

タイプⅠ 2,293,997

グローバル社会に対応した、英語教育の充実や国際的
に活躍できるグローバル人材を育成するために次の事
業を実施する。
①小中学生の郷土を愛する心を育むとともに、国際化社
会に対応できる英語教育の充実を図るため、英語表記
を加えた郷土学習教材の内容の検討を行う。
②国際的に活躍できる人材を育成するため、県内高校
生を対象とした留学プログラムを作成し、留学費用を助
成する。

基礎交付 3,144,295

雇用

63 教育
グローバ
ル人材育
成事業

英語表記の郷土学習教材の作成や県内高校生の
留学を支援することにより、郷土を愛する心を育
み、国際化社会に対応できる英語教育の充実を図
る。

人材 事業の継続

今後も学習プログラムを特色とし
て、事業を引き続き実施していく中
で、高い満足度を維持できることが
想定されるため。

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業の特色である学習プロ
グラムに対して満足度が高
かったことにより、目標を達
成した。

雇用

地方創生
に非常に
効果的で
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

年度途中の９月設置であっ
たが、計画どおり隊員33名
を委嘱し、相談業務を開始
した。相談件数は目標を上
回り成果が見られた。

事業の継続
相談件数は目標を上回っており、継
続実施により、さらに事業効果が期
待できる。

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

建設業者からの相談は多
く、制度の周知は十分に図
られ、次年度以降の申請に
つながりそうなものもあっ
た。

事業の継続

H２７は６月補正予算新規事業であ
り周知期間が短かかったため、実
績が伸びなかったものと思われる。
H２８以降は周知に関して十分な取
り組みを行うことができるため、実
績が伸びることが想定される。

61 農政

鳥獣害回
避作物栽
培実証事
業費

鳥獣が忌避する農作物の選定を行うことにより、中
山間地域の農地の鳥獣防止と有効活用を図る。

雇用 事業の継続

事業の継続実施により、鳥獣の被
害を受けにくい農作物の実証・普及
により中山間地域の生産振興が期
待される。

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

H27年6月補正予算対応の
ため、8月以降の取り組み
となり品目の一部しか実証
できなかった。

鳥獣害防止の新たな対策として、被害を受けにくいとさ
れる農作物の導入に向けた栽培ほ場を設置し、本県の
中山間地域での栽培に適した品目の選定を行う。

基礎交付 1,200,000

60 農政
やまなし
「農援隊」
設置費

農業に関する専門的知識を有する人材で構成する
「農援隊」を設置することにより、退職帰農者や兼業
農家等への技術指導や経営支援等を行う。

農業者の新たな取り組みを支援する体制を強化するた
め、普及事業の協力組織として「農援隊」を設置するとと
もに、農業者の技術レベルや要望に合った個別指導等
を実施する。（支援対象：兼業農家、退職帰農者等　支
援内容：初歩的な技術指導、現場での相談対応等　隊
員構成：県、市町村、農業団体等のOB）

基礎交付 1,914,365

トラフグやチョウザメの陸上養殖に向けた取り組みを支
援するため、やまなし陸上養殖協議会を開催し、次の事
業を民間のシンクタンクに委託する。
①経営シュミュレーション作成
②先進地視察
③研修会講師の招へい

基礎交付 3,088,800

雇用

59 農政
陸上養殖
チャレン
ジ事業費

トラフグ等の陸上養殖の導入に向けた取り組みを
行うことにより、県産魚の産地化、ブランド化の推進
を図る。

雇用 事業の継続
協議会において今後他の2グルー
プの設立に向けマッチングを行う。

地方創生
に効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

協議会においてグループ
設立に向け生産・流通加
工・需要の各者のマッチン
グを行った。平成28年度に
1グループ設立予定



実績額

単位：円 指標値 単位
目標年
月

実績値 事業効果 事業の評価 事業評価(効果)の理由 今後の方針 今後の方針の理由

交付対
象事業
の名称

事業の概要・目的 事業概要：経費内訳
交付金
の種類

本事業における重要業績評価指標（KPI）
本事業終了後にお
ける実績値

事業の評価 実績値を踏まえた事業の今後について

指標

No 部局名体系

指標① 外国人延べ宿泊客数 90 万人 H28.3 131

指標②
富士の国やまなし観光ネット
外国語ＨＰアクセス数

70 万ＰＶ H28.3 95

指標③
無料公衆無線ＬＡＮの設置箇
所数

2,000 箇所 H28.3 1,854

指標④

指標⑤

指標① 日本ワインの県内製成数量
4450
(H16～

Ｈ25平均)
ｋｌ H28.3

4629
(H26)

指標② 峡東圏域観光入込客数 580 万人 H28.3 563

指標③
醸造用甲州ブドウの栽培面積
の実態把握

129.7 ha H28.3 129.7

指標④

指標⑤

指標① 外国人延べ宿泊客数 90 万人 H28.3 131

指標②
富士の国やまなし観光ネット
外国語ＨＰアクセス数

70 万ＰＶ H28.3 95

指標③
無料公衆無線ＬＡＮの設置箇
所数

2,000 箇所 H28.3 1,854

指標④

指標⑤

1,319,719,079

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

峡東地域の栽培面積・生
産者の意向を把握できた。
また、国内のワイン市場の
好調を背景に積極的なプロ
モーションによりＨ２７も達
成が見込まれる。

事業の継続

国内プロモーションにおいては、よ
り効果的な手法を検討することと
し、国外プロモーションについては
事業者の積極的な参加を促進す
る。
また、峡東地域以外の地域の実態
調査を行い、ワイン産地やまなしの
確立を図る。

外国人観光客の増加が予測される
中、ＩＴ環境の整備は不可欠であり、
引き続き重点的に取り組む必要が
ある。

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

本県のＩＣＴの取り組みは全
国的にみても先駆的である
が、機器の更新期が到来し
ＷｉＦｉ整備の数値が停滞し
ている。

事業の継続

地方創生
に相当程
度効果が
あった

総合戦略の
KPI達成に有
効であった

本県のＩＣＴの取り組みは全
国的にみても先駆的である
が、機器の更新期が到来し
ＷｉＦｉ整備の数値が停滞し
ている。

事業の継続

外国人観光客の増加が予測される
中、ＩＴ環境の整備は不可欠であり、
引き続き重点的に取り組む必要が
ある。

67 観光

観光客誘
客促進事
業費
（再掲）

タイプⅠ
代替

122,466,000
人の流
れ

（NO.65の再掲）
外国人のニーズが最も高い観光地等での無料公衆
無線（Wi-Fi)の整備を推進し、外国人旅行者の満足
度を高め、山梨の魅力を発信するとともに、空港か
ら本県へのアクセスルート等を提供する多言語アプ
リにより本県への外国人旅行者の誘客を促進し、
外国人観光客の受入環境の充実を図るため、県内
観光資源、集客施設等の案内パンフレット、案内表
示板等の多言語化進めていく。

（NO.65の再掲）
外国人観光客の受入環境を整備するため、観光パンフ
レットや音声ガイドの多言語化、外国語案内看板の設置
等を行う。
①空港から本県へアクセスルート等を提供する多言語ア
プリの開発
印刷製本費（観光・アプリＰＲチラシ）
委託料（外国人誘客促進アプリ構築業務、観光ネット多
言語情報充実業務）
②ﾊﾞｽｺﾝｼｪﾙｼﾞｭｼｽﾃﾑの多言語化改修費補助金
 　補助先　バス事業者
　 事業内容　多言語化、路線図表示の改良等
　 補助率　10/10
③県の観光資源を紹介するパンフレットを多言語化する
とともに、ＭＩＣＥパンフレットの英語版を作成する。
補助金
　　補助先　　（公社）やまなし観光推進機構
　　事業内容　観光パンフレットの作成
　　補助率　　10/10
委託料
　  事業内容　ＭＩＣＥパンフレット英語版作成
④県内集客施設案内パンフレット等多言語化、飲食店メ
ニュー等翻訳支援、外国人１人街歩きマップ作成等
⑤都市公園へ外国人観光客の誘客を促進するため、外
国語標記の案内看板を整備する。（３公園整備）

66
観光
産業
農政

県産ワイ
ン・ブラン
ド確立事
業費
（再掲）

タイプⅠ
代替

35,162,764

タイプⅠ 12,852,318

地方創生
に相当程
度効果が
あった

65 観光
観光客誘
客促進事
業費

外国人のニーズが最も高い観光地等での無料公衆
無線（Wi-Fi)の整備を推進し、外国人旅行者の満足
度を高め、山梨の魅力を発信するとともに、空港か
ら本県へのアクセスルート等を提供する多言語アプ
リにより本県への外国人旅行者の誘客を促進し、
外国人観光客の受入環境の充実を図るため、県内
観光資源、集客施設等の案内パンフレット、案内表
示板等の多言語化進めていく。

外国人観光客の受入環境を整備するため、観光パンフ
レットや音声ガイドの多言語化、外国語案内看板の設置
等を行う。
①空港から本県へアクセスルート等を提供する多言語ア
プリの開発
印刷製本費（観光・アプリPRチラシ）
委託料（外国人誘客促進アプリ構築業務、観光ネット多
言語情報充実業務）
②ﾊﾞｽｺﾝｼｪﾙｼﾞｭｼｽﾃﾑの多言語化改修費補助金
 　補助先　バス事業者
　 事業内容　多言語化、路線図表示の改良等
　 補助率　10/10
③県の観光資源を紹介するパンフレットを多言語化する
とともに、ＭＩＣＥパンフレットの英語版を作成する。
補助金
　　補助先　　（公社）やまなし観光推進機構
　　事業内容　観光パンフレットの作成
　　補助率　　10/10
委託料
　  事業内容　ＭＩＣＥパンフレット英語版作成
④県内集客施設案内パンフレット等多言語化、飲食店メ
ニュー等翻訳支援、外国人１人街歩きマップ作成等
⑤都市公園へ外国人観光客の誘客を促進するため、外
国語標記の案内看板を整備する。（３公園整備）

人の流
れ

雇用

（NO.64の再掲）
本県の主要な地場産業の一つであるワイン産業の
販路拡大、産地の認知度向上を進めることにより、
甲州種生産の維持・拡大によりワイン産業の発展
を図る。

（NO.64の再掲）
①ワイン産地やまなしの確立を図るため、醸造用甲州ぶ
どうの栽培情報の調査を行う。
・峡東地区の約8,000戸の農家を対象に園地情報(立地、
面積、権利関係等)、栽培農家の意向調査を実施
②県産ワインのブランド確立を図るため、都内や海外で
のプロモーション活動を行う。
・山梨ワインフェスタの開催：都内における県産ワイン試
飲販売会、地理的表示「山梨」制度のＰＲ等
・海外プロモーションの実施：香港、シンガポール、タイ、
ロシア、ＥＵ諸国のうち1～3箇所における県産ワインのＰ
Ｒ等
・ジェトロを活用した海外展開支援：ジェトロの国際ネット
ワークを活用した海外の有名バイヤーの招へい、産地
視察、商談会の開催等


